
第２部第１章に掲載した事業 

平成２９年度青梅市子ども・子育て支援事業計画の検証報告 

第２部第１章に掲載した事業 

(1) 「子ども・子育て支援法」に掲げられた地域子ども・子育て支援事業など

施設型給付（１）幼稚園・幼児園 

事業内容：学校教育法にもとづく教育機関で、保護者の就労状況にかかわらず３歳から入園でき

ます。３歳になる学年（満３歳児）の受け入れや預かり保育を行っている園もありま

す。 

提供区域：1 

担当部署：子育て推進課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 1,105 1,189 1,124 1,073 1,038 989

確保提供総数 1,471 1,471 1,471 1,471 1,471 1,471

差異 366 282 347 398 433 482

実
数

利用申請者数 633 580 545 

提供実数 1,471 1,471 1,471 

差異 838 891 926 

※ 実数については 5月 1日現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

施設型給付（２）認可保育所等 

事業内容：保護者の就労や病気などで、家庭でお子さんをみることができない場合に、保護者の

代わりに保育する施設です。 

提供区域：3 

担当部署：子育て推進課 

＜東部地域＞ 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 2,576 2,450 2,370 2,308 2,220

2 号認定 1,411 1,349 1,286 1,252 1,187

3 号認定（0歳） 306 296 289 283 277

3号認定（1・2歳）  859 805 795 773 756

確保提供総数 2,725 2,740 2,763 2,784 2,791 2,791

2 号認定 1,634 1,638 1,639 1,643 1,643 1,643

3号認定（0歳）※ 249 249 258 270 277 277

3号認定（1・2歳） 842 853 866 871 871 871

差異 164 313 414 483 571

実
数

利用申請者数 2,723 2,698 2,653

2 号認定 1,637 1,611 1,587

3 号認定（0歳） 184 205 166

3号認定（1・2歳） 902 882 900

提供実数  2,718  2,718 2,744

2 号認定 1,638 1,638 1,643

3号認定（0歳）※ 228 243 252

3号認定（1・2歳） 852 837 849

差異 ▲5 20 91

※ 小規模保育事業と家庭的保育事業の数値を含む。 

※ 実数については4月1日現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

<西部地域> 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 297 267 255 236 236

2 号認定 208 177 169 152 155

3 号認定（0歳） 31 30 29 28 27

3号認定（1・2歳）  58 60 57 56 54

確保提供総数 310 315 315 315 315 315

2 号認定 193 193 193 193 193 193

3号認定（0歳） 25 30 30 30 30 30

3号認定（1・2歳） 92 92 92 92 92 92

差異 18 48 60 79 79

実
数

利用申請者数 293 292 273

2 号認定 199 190 170

3 号認定（0歳） 16 17 17

3号認定（1・2歳） 78 85 86

提供実数 310 310 320

2 号認定 193 193 195

3号認定（0歳）※ 25 25 27

3号認定（1・2歳） 92 92 98

差異 17 18 47

※ 実数については 4月 1日現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

<北部地域> 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 57 51 49 46 43

2 号認定 37 33 33 31 29

3 号認定（0歳） 0 0 0 0 0

3号認定（1・2歳）  20 18 16 15 14

確保提供総数 170 170 170 170 170 170

2 号認定 104 104 104 104 104 104

3号認定（0歳） 12 12 12 12 12 12

3号認定（1・2歳） 54 54 54 54 54 54

差異 113 119 121 124 127

実
数

利用申請者数 154 146 150

2 号認定 101 89 87

3 号認定（0歳） 8 6 9

3号認定（1・2歳） 45 51 54

提供実数 170 170 170

2 号認定 104 104 104

3号認定（0歳）※ 12 12 12

3号認定（1・2歳） 54 54 54

差異 16 24 20

※ 実数については 4月 1日現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

施設型給付（３）認定こども園 

事業内容：保護者の労働の有無にかかわらず入園でき、幼児教育と保育を一体的に提供し、地域

における子育て支援機能を備えた施設です。 

提供区域：3 

担当部署：子育て推進課 

＜東部地域＞ 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

確保提供総数 38 38 38 38 38 38

２号認定 16 16 16 16 16 16

3号認定（0歳） 6 6 6 6 6 6

 3号認定（1・2歳） 16 16 16 16 16 16

実
数

提供実数 38 38 38

２号認定 15 16 19

3号認定（0歳） 5 6 6

3号認定（1・2歳） 12 16 13

※ 実数については年度末現在

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜西部地域＞ 

＜北部地域＞ 
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第２部第１章に掲載した事業 

地域型保育給付（１）小規模保育事業 

事業内容：国が定める基準に適合し、市町村の認可を受けた施設において、満３歳未満の子ども

を、少人数（６～19名以下）単位で預かる事業です。 

提供区域：3 

担当部署：子育て推進課 

＜東部地域＞ 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

確保提供総数 9 9 9 18 18 18

3号認定（0歳） 9 9 9 18 18 18

3号認定（1・2歳）

実
数

提供実数 9 9 28

3号認定（0歳） 5 9 17

3号認定（1・2歳） 4 11

※ 実数については年度末現在

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜西部地域＞ 

＜北部地域＞ 
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第２部第１章に掲載した事業 

地域型保育給付（２）家庭的保育事業 

事業内容：保育者の家庭などでお子さんを預かるサービスです。 

提供区域：3 

担当部署：子育て推進課 

＜東部地域＞ 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

確保提供総数 19 19 22 24 31 31

3号認定（0歳） 19 19 22 24 31 31

3号認定（1・2歳） 

実
数

提供実数 19 21 25

3号認定（0歳） 8 21 25

3号認定（1・2歳） 11

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜西部地域＞ 

＜北部地域＞ 
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第２部第１章に掲載した事業 

地域型保育給付（３）事業所内保育事業 

事業内容：企業などが、主に従業員用に運営し、周辺に在住している子どもの受け入れも行う保

育施設です。 

提供区域：3 

担当部署：子育て推進課 

＜東部地域＞ 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

確保提供総数 － － － － － －

3号認定（0歳） － － － － － －

3号認定（1・2歳） － － － － － －

実
数

提供実数 13

3号認定（0歳） 5

3号認定（1・2歳） 8

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜西部地域＞ 

＜北部地域＞ 
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第２部第１章に掲載した事業 

地域型保育給付（４）居宅訪問型保育事業 

事業内容：保護者が何らかの理由により保育が困難になった場合、障害・疾患などで個別のケア

が必要な場合などへの対応で、保護者の自宅で１対１で保育を行う事業です。 

提供区域：1 

担当部署：子育て推進課 
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第２部第１章に掲載した事業 

相談支援（１）利用者支援事業 

事業内容：子どもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等

の情報提供および必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等

を実施する。 

提供区域：1 

担当部署：子ども家庭支援課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                    単位：か所 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 0 0 1 1 1 1

確保提供総数 0 0 1 1 1 1

差異 0 0 0 0 0 0

実
数

設置数 1 1 1

差異 - - 0

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

相談支援（２）地域子育て支援拠点事業 

事業内容：主に乳幼児とその保護者に対する育児支援を目的とした事業。保育士や保健師による

子育て相談、親子遊びなどの催し、フリースペースの解放などを行う。 

提供区域：3 

担当部署：子ども家庭支援課 

＜東部区域＞ 

  ■子育てひろば １４か所   支援事業 ９か所 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                   単位：人回/月 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 8,300 8,178 7,787 7,627 7,431 7,259

確保提供総数 16,147 16,147 16,147 16,147 16,147 16,147

差異 7,847 7,969 8,360 8,520 8,716 8,888

実
数

利用申請者数 4,554 4,291 4,950 

提供実数 16,147 16,147 18,608 

差異 11,593 11,856 13,658 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

＜西部区域＞ 

  ■子育てひろば ２か所   支援事業 ２か所 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                   単位：人回/月 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 729 714 680 666 649 634

確保提供総数 836 836 836 836 836 836

差異 107 122 156 170 187 202

実
数

利用申請者数 142 92 218 

提供実数 836 836 836 

差異 694 744 618 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜北部区域＞ 

 ■子育てひろば １か所  

○ 見込量と確保提供総数および現状数                   単位：人回/月 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 148 144 138 135 131 128

確保提供総数 266 266 266 266 266 266

差異 118 122 128 131 135 138

実
数

利用申請者数 12 12 6 

提供実数 266 266 266 

差異 254 254 260 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

訪問系事業（１）乳幼児家庭全戸訪問事業 

事業内容：生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や

養育環境等の把握を行う事業。 

提供区域：1 

担当部署：子ども家庭支援課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                    単位：人/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 900 982 965 948 930 913

確保提供総数 900 982 965 948 930 913

差異 0 0 0 0 0 0

実
数

利用申請者数 888 786 809 

提供実数 897 806 831 

差異 9 20 22 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

訪問系事業（２）養育支援訪問事業 

事業内容：養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等

を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業。 

提供区域：1 

担当部署：子ども家庭支援課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                   単位：人回/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 31 33 35 37 39 41

確保提供総数 31 33 35 37 39 41

差異 0 0 0 0 0 0

実
数

利用申請者数 5 14 20 

提供実数 31 33 35 

差異 26 19 15 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

訪問系事業（３）新生児訪問事業 

事業内容：新生児の発育、栄養、生活環境、疾病予防等育児上重要な事項の指導を目的として、

生後２８日未満の新生児を対象に保健師等が訪問する事業です。 

提供区域：1 

担当部署：健康課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：件 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 － － － － － －

確保提供総数 － － － － － －

差異 － － － － － －

実
数

利用申請者数 303 303 319 

提供実数 294 262 298 

差異 ▲ 9 ▲41 ▲21 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

訪問系事業（４）未熟児訪問事業 

事業内容：早期産や低出生体重で生まれた赤ちゃんは、生理的に未熟で、また、心や体の発達も

正期産児に比べ遅れることも少なくないため、保健師が家庭を訪問し、育児支援を行

います。 

提供区域：１ 

担当部署：健康課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：件 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 － － － － － －

確保提供総数 － － － － － －

差異 － － － － － －

実
数

利用対象者数 61 60 49 

提供実数 32 16 15 

差異 ▲ 29 ▲ 44 ▲34 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

通所系事業（１）子育て短期支援事業 

事業内容：保護者が生後 57 日目から小学校就学前の子どもを一時的に家庭で養育できない場合、

宿泊を伴い原則７日間を限度に利用できる事業。 

提供区域：1 

担当部署：子ども家庭支援課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                   単位：人日/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 316 363 345 333 323 312

確保提供総数 1,086 1,086 1,086 1,086 1,086 1,086

差異 770 723 741 753 763 774

実
数

利用申請者数 370 265 285 

提供実数 1,086 1,086 1,086 

差異 716 821 801 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

通所系事業（２）一時預かり事業（保育所等） 

事業内容：病気やけが、冠婚葬祭など、保護者の事情でやむを得ず家庭での保育が困難になった

場合、保育所等で未就学児を一時的に預かる事業です。育児による疲労・ストレスな

どを感じた場合も利用できます。 

提供区域：3 

担当部署：子育て推進課 

＜東部地域＞ 

                                   単位：人日/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 27,765 26,542 25,309 24,646 23,361

確保提供総数 15,695 19,345 22,995 24,820 24,820 24,820

差異 ▲8,420 ▲3,547 ▲489 174 1,459

実
数

利用申請者数 1,501 1,241 1,515 

提供可能数 10,320 12,720 13.440 

差異 8,819 11,479 11,925 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜西部地域＞ 

                                     単位：人日/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 2,095 1,783 1,701 1,530 1,560

確保提供総数 1,825 3,650 3,650 3,650 3,650 3,650

差異 1,555 1,867 1,949 2,120 2,090

実
数

利用申請者数 323 347 636 

提供可能数 1,825 1,920 3,480 

差異 1,502 1,573 2,844 

※ 実数については年度末現在 
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第２部第１章に掲載した事業 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評価  

評価理由  

取組内容  

改善点など  

＜北部地域＞ 

                                    単位：人日/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 1,430 1,300 1,274 1,222 1,118

確保提供総数 0 0 1,825 1,825 1,825 1,825

差異 ▲1,430 525 551 603 707
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第２部第１章に掲載した事業 

通所系事業（３）一時預かり事業①幼稚園 

事業内容：実施幼稚園に在園する幼児を、教育時間終了後に引き続き保育を希望する場合に預か

る事業です。 

提供区域：1 

担当部署：子育て推進課 

                                 単位：人日/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 9,113 8,692 8,288 8,060 7,650

確保提供総数 78,750 78,750 78,750 78,750 78,750 78,750

差異 69,637 70,058 70,462 70,690 71,100

実
数

利用申請者数 6,858 7,427 7,026

提供実数 78,750 78,750 78,750

差異 71,892 71,323 71,724

※ 年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

通所系事業（３）一時預かり事業（②ファミリー・サポート・センター等）

事業内容：病気やけが、冠婚葬祭など、保護者の事情でやむを得ず家庭での保育が困難になった

場合、各施設等で児童を一時的に預かる事業です。 

提供区域：１区域 

担当部署：子ども家庭支援課・障がい者福祉課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                   単位：人日/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 20,896 19,851 19,284 18,745 18,171

確保提供総数 16,931 16,931 17,171 17,651 18,131 18,611

差異 ▲3,965 ▲2,680 ▲1,633 ▲614 440

実
数

利用申請者数 11,209 17,302 24,492 

確保数 16,931 17,302 24,492 

差異 5,722 0 0 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

通所系事業（４）延長保育事業 

事業内容：通常の保育時間の前後に、保育所が在所児を預かる事業です。本市では、仕事や一時

的な用事などに応じて、延長保育を実施しています。 

提供区域：3 

担当部署：子育て推進課 

＜東部地区＞ 

○ 見込量と確保提供総数および現状数       単位：人日/年

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 1,041 991 959 934 899

確保提供総数 2,765 2,765 2,765 2,765 2,765 2,765

差異 1,724 1,774 1,806 1,831 1,866

実
数

利用申請者数 1,193 1,257 1,337

提供可能数 2,690 2,690 2,700

差異 1,497 1,433 1,363

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評価  

評価理由  

取組内容  

改善点など  

＜西部地区＞ 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                  単位：人日/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 91 84 81 75 75

確保提供総数 220 220 220 220 220 220

差異 129 136 139 145 145

実
数

利用申請者数 113 70 78

提供可能数 310 310 320

差異 197 240 242

※ 実数については年度末現在 
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第２部第１章に掲載した事業 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評価  

評価理由  

取組内容  

改善点など  

＜北部地域＞ 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                  単位：人日/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 19 18 16 16 15

確保提供総数 170 170 170 170 170 170

差異 151 152 154 154 155

実
数

利用申請者数 45 43 33

提供実数 170 170 175

差異 125 127 142

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評価  

評価理由  

取組内容  

改善点など  

23



第２部第１章に掲載した事業 

通所系事業（５）病児・病後児保育事業

事業内容：病気や病気の回復期にあるお子さんを対象に、保育所での集団保育が困難で、かつ保

護者の事情により家庭で保育できないときに一時的に保育する施設です。 

提供区域：1 

担当部署：子育て推進課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                  単位：人日/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 4,929 4,676 4,516 4,383 4,227

確保提供総数 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

差異 ▲3,929 ▲3,676 ▲3,516 ▲3,383 ▲3,227

実
数

利用申請者数 107 86 88

提供可能数 1,000 1,000 1,000

差異 893 914 912

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評価  

評価理由  

取組内容  

改善点など  
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第２部第１章に掲載した事業 

通所系事業（６）学童保育事業（放課後児童クラブ） 

事業内容：仕事などにより、昼間保護者が家庭にいない児童を対象に、遊びや生活の場を提供し

ます。 

提供区域：４ 

担当部署：子育て推進課 

＜東部地域＞低学年 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 1,063 1,257 1,480 1,419 1,345 1,271

確保提供総数 1,060 1,060 1,060 1,390 1,390 1,390

差異 ▲3 ▲197 ▲420 ▲29 45 119

実
数

利用申請者数 1,050 1,138 1,176 

提供実数 1,005 1,000 1,032 

差異 ▲45 ▲138 ▲144 

※ 実数については 4月 1日現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜東部地域＞高学年 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 5 485 578 577 559 556

確保提供総数 4 0 0 0 0 0

差異 ▲1 ▲485 ▲578 ▲577 ▲559 ▲556

実
数

利用申請者数 5 88 100 

提供実数 4 42 39 

差異 ▲1 ▲46 ▲61 

※ 実数については 4月 1日現在 
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第２部第１章に掲載した事業 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜西部地域＞低学年 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 202 149 146 134 125 106

確保提供総数 250 250 250 225 225 225

差異 48 101 104 91 100 119

実
数

利用申請者数 196 200 203 

提供実数 196 193 197 

差異 0 ▲7 6 

※ 実数については 4月 1日現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜西部地域＞高学年 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 99 95 92 94 92

確保提供総数 0 0 0 0 0

差異 ▲99 ▲95 ▲92 ▲94 ▲92

実
数

利用申請者数 1 33 45 

提供実数 1 30 33 

差異 0 ▲3 ▲12 

※ 実数については 4月 1日現在 
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第２部第１章に掲載した事業 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜北部小曾木地区地域＞低学年 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 23 0 0 0 0 0

確保提供総数 40 40 40 40 40 40

差異 40 40 40 40 40 40

実
数

利用申請者数 23 24 25 

提供実数 23 24 25 

差異 0 0 0 

※ 実数については 4月 1日現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

＜北部成木地域＞低学年 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                     単位：人 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 19 15 13 11 9 9

確保提供総数 20 40 40 40 40 40

差異 1 25 27 29 31 31

実
数

利用申請者数 19 11 15 

提供実数 19 11 15 

差異 0 0 0 

※ 実数については 4月 1日現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 
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第２部第１章に掲載した事業 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

通所系事業（７）放課後子ども総合プラン 青梅市行動計画 

事業内容：共働き家庭等の「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、

すべての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごせ、多様な体験・活動を行うことが

できるよう、放課後児童クラブおよび放課後子供教室の計画的な整備等を進めます。 

提供区域：- 

担当部署：社会教育課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数 ※一体・連携型実施箇所数       単位：箇所 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 0 10 11 12 13 14

確保提供総数 0 10 11 12 13 14

差異 0 0 0 0 0 0

実
数

利用ヶ所数 0 10 11 

提供実数 0 10 11 

差異 0 0 0 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など

28



第２部第１章に掲載した事業 

その他事業（１）ファミリー・サポート・センター事業 

事業内容：児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（利用会員）と援助を行うことを希

望する者（提供会員）が、地域の中で助け合いながら子育てをする有償ボランティア

の会員組織です。 

提供区域：１区域 

担当部署：子ども家庭支援課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                  単位：人回/年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 2,228 2,450 2,695 2,964 3,260 3,586

確保提供総数 6,205 6,205 6,445 6,925 7,405 7,885

差異 3,977 3,755 3,750 3,961 4,145 4,299

実
数

利用申請者数 1,863 1,675 2,015 

提供実数 6,205 6,205 6,445 

差異 4,342 4,530 4,430 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

その他事業（２）妊婦健康診査事業 

事業内容：妊婦の健康の保持および増進を図るため、妊娠に対する健康診査として、①健康状態

の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応

じた医学的検査を実施する事業です。 

提供区域： 

担当部署：健康課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                 単位：人(延人数) 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 － － － － － －

確保提供総数 － － － － － －

差異 － － － － － －

実
数

利用申請者数 12,649 12,825 12,255 

提供実数 10,322 10,182 10,331 

差異 ▲ 2,327 ▲ 2,643 ▲1,924 

※ 実数については年度末現在

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第１章に掲載した事業 

その他事業（３）実費徴収にかかる補足給付を行う事業 

事業内容：保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払

うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用、または

行事への参加に要する費用等を助成する事業です。 

提供区域：3 

担当部署：子育て推進課 

＜東部地域＞＜西部地域＞＜北部地域＞

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評価  

評価理由  

取組内容  

改善点など  

その他事業（４）多様な主体が参画することを促進するための事業 

事業内容：待機児童解消加速化プランによる保育の受け皿拡大や子ども・子育て支援新制度の円

滑な施行のために、多様な事業者の能力を活用しながら、保育所、小規模保育などの

設置を促進していく事業です。 

提供区域：3 

担当部署：子育て推進課 

＜東部地域＞＜西部地域＞＜北部地域＞ 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評価  

評価理由  

取組内容  

改善点など  

31



第２部第１章に掲載した事業 

その他事業（５）児童虐待防止ネットワーク事業 

事業内容：青梅市要保護児童対策地域協議会の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワー

ク構成員（関係機関）の専門性強化を図るとともに、児童福祉専門員等による研修会

を開催する事業です。 

提供区域：１区域 

担当部署：子ども家庭支援課 

○ 見込量と確保提供総数および現状数                    単位：件 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

計
画

利用者推計総数 － － － － － －

確保提供総数 － － － － － －

差異 － － － － － －

実
数

利用申請者数 1 1 1 

提供実数 1 1 1 

差異 0 0 0 

※ 実数については年度末現在 

○ 平成 29 年度事業結果の検証 

評 価

評 価 理 由

取 組 内 容

改善点など
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第２部第２章に掲載した事業

第２部第２章に掲載した事業

○ 事業の内容および現況 

事 業 名 １ 子ども家庭支援センター事業の充実 

事 業 内 容 
子ども家庭支援センター事業については、組織の強化を含めて拡充し、総

合相談、情報提供などを進めます。 

担 当 子ども家庭支援課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：子ども家庭支援センター相談件数          単位：件 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

884 895 842

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 ２ 児童虐待防止対策の充実 

事 業 内 容 

児童虐待（障害児を含む）の防止に向けて、総合的な親と子の健康づくり

対策の推進を図るとともに、相談体制の整備、早期発見と保護など、要保

護児童対策地域協議会等において関係機関との連携強化に努めます。 

担 当 子ども家庭支援課・障がい者福祉課・健康課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：連携会議数                   単位：回 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

46 55 51+4

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 ３ 子どもの人権の尊重 

事 業 内 容 

人権尊重の精神を育成するために、基本的人権を基にして子ども自らの力

で暴力を防止する人権教育や道徳教育および生活指導の充実を図るととも

に、保護者、地域および関係機関との連携を図り、不登校やいじめ、暴力

行為、児童虐待をなくし、子供たちが安心して学ぶことのできる学校を目

指します。 

担 当 指導室 

事業の実態

を示す数値 

項目名：教員による人権教育研修の実施          単位：回 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

6 3 6

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 ４ 養育家庭制度の普及 

事 業 内 容 
児童虐待や養育困難など何らかの事情により家庭で生活できない子どもの

ための社会的養護施策として、東京都の養育家庭制度の普及を図ります。 

担 当 子ども家庭支援課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：養育家庭登録世帯数               単位：世帯 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

6 8 9

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 ５ ひとり親家庭等への医療費助成の実施 

事 業 内 容 ひとり親家庭等に対し、医療費を助成します。 

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：助成金額                    単位：千円 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

60,287 63,063 62,425

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 ６ ひとり親家庭の相談支援 

事 業 内 容 ひとり親家庭における相談業務の充実を図ります。 

担 当 子ども家庭支援課 

事業の実態

を示す数値 

項目名： 母子・父子自立支援員等による相談件数      単位：件 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

769 889 982

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 ７ ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業の実施 

事 業 内 容 
義務教育終了前の子どものいるひとり親家庭を対象に、ホームヘルプサー

ビスを実施します。 

担 当 子ども家庭支援課 

事業の実態

を示す数値 

項目名： ホームヘルプサービス実施世帯数         単位：件 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

7 3 5

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 ８ 乳幼児経過観察・発達健康診査の実施 

事 業 内 容 乳幼児を対象に、医師による経過観察・発達健康診査を実施します。 

担 当 健康課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：経過観察健康診査受診者数             単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

365 399 400

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

【Ｂ】経過観察健康診査を年間２４回実施して、障害の早期発見・早期療

養ならびに適切な指導等の育児支援を行いました。 

事業の実態

を示す数値 

項目名：発達健康診査受診者数               単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

71 65 54

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

業 名 ９ 発達障害児等の相談の実施 

事 業 内 容 発達障害児および発達障害の疑いのある者の相談支援を実施します。 

担 当 障がい者福祉課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：相談件数（障がい者福祉課窓口）              単位：件 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

68 73 120

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 10 放課後対策事業の実施 

事 業 内 容 
学校が終わった放課後における活動場所として、障害児が安全に遊べる環

境を提供します。 

担 当 障がい者福祉課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：放課後対策事業の実施             単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

354 175 214

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 11 就学前教育の充実と小学校との連携 

事 業 内 容 
保育所・幼稚園と小学校が連携し、乳幼児期から学齢期への円滑な移行を

図ります。 

担 当 指導室・子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：小学校の見学                  単位：回 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

16 16 16

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 12 放課後子ども教室の拡充 

事 業 内 容 
地域で子どもたちを育む環境づくりと子どもたちの安心・安全な活動拠点

づくりを推進します。 

担 当 社会教育課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：開設数                     単位：箇所 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

9 10 11

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 13 多世代・異年齢交流事業の推進 

事 業 内 容 
子どもたちが様々な人と出会い、ふれあうことのできる多世代・異年齢交

流を推進します。 

担 当 子ども家庭支援課・市民活動推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：子育て支援センターでの大学生インターンシップ受入延人数  単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

0 23 21

項目名：子育て支援センターでの高校生ボランティア受入延人数  単位：人

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

48 44 38

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 14 子どもの居場所づくり 

事 業 内 容 

次世代育成支援地域協議会の検討報告書にもとづき、既存施設を利用し、

子どもたちが身近で安全に遊べる場や安心できる居場所の確保を図りま

す。 

担 当 子ども家庭支援課・市民活動推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：子育て支援事業（各市民センターと下長渕自治会館）利用人数  単位：人

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

10,475 11,096 10,260

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 15 子育てグループづくり 

事 業 内 容 
各施設における親子の遊びや交流・学習、母親学級などの機会を通して、

親同士のコミュニケーションを図り、子育てグループの育成を図ります。 

担 当 子ども家庭支援課・健康課・市民活動推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：子育て支援講座（ＢＰ）参加者数          単位：組 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

29 24 47

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 16 保育所の整備・充実の支援 

事 業 内 容 施設整備計画にもとづき、私立保育所等の整備、充実を支援していきます。

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：対象園数                     単位：園 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

3 6 3

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 17 延長保育事業の充実 

事 業 内 容 ２時間延長保育等の内容の充実を図ります 

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：実施園数                     単位：園 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

11 11 14

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 18 休日保育事業の実施 

事 業 内 容 休日保育の拡充を図ります 

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：利用人数                   単位：人/年 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

22 0 0

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 19 保育所・幼稚園等への巡回相談員等派遣事業の充実 

事 業 内 容 
市内全保育所および幼稚園等に、臨床心理士等の派遣による巡回相談を実

施し、支援が必要な子どもと家庭の早期発見とその対応の充実を図ります。

担 当 子育て推進課・教育指導担当 

事業の実態

を示す数値 

項目名：派遣回数（幼稚園等）               単位：回 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

20 20 19

項目名：派遣回数（保育所）                単位：回 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

93 92 93

※ 年度末現在 

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 20 子育てにやさしいまちづくり（赤ちゃんふらっと事業）の推進 

事 業 内 容 
外出時のおむつ替えや授乳場所の確保など、子育てにやさしいまちづくり

を進めます。 

担 当 子ども家庭支援課・商工観光課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：赤ちゃんふらっと事業実施施設件数        単位：施設 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

4 4 10

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 21 子育て教室の開催（母親学級、離乳食・幼児食教室） 

事 業 内 容 
妊娠・出産・育児について学ぶ講座の充実を図ります。離乳食・虫歯等に

ついての講座等を開催します。 

担 当 健康課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：母親(両親)学級参加者数(H26 は「母親学級」)    単位：人(延)

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

377 354 408

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事業の実態

を示す数値 

項目名：離乳食教室参加者数                単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

609 581 427

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事業の実態

を示す数値 

項目名：幼児食教室参加者数                単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

114 99 78

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 22 乳幼児医療費助成の実施 

事 業 内 容 義務教育就学前の乳幼児の医療費の自己負担の一部を助成します。 

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：助成金額                    単位：千円 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

181,338 180,657 174,931

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 23 子どもや母親、妊婦の健康の確保 

担 当 健康課 

事 業 内 容 
①母親学級（母性科・育児科）・両親学級の開催、電話相談等により育児に

対する不安の解消を図り、良いお産の促進を図ります。 

事業の実態

を示す数値 

項目名：母親(両親)学級参加者数(H26 は「母親学級」)    単位：人(延)

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

377 354 408

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 内 容 
②母子手帳、啓発紙・冊子の発行・配布により、子どもの事故の防止を図

ります。 

事業の実態

を示す数値 

項目名：母子手帳発行数                  単位：冊 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

903 899 849

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 内 容 

③相談事業やグループワークにより、母親のストレス防止や児童虐待の発

生を予防します。特にステップクラスⅡは、集団生活が苦手な幼児の体験

の場として提供しています。 

事業の実態

を示す数値 

項目名： ステップクラスⅠ(乳児)の参加組数      単位：組(延) 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

196 214 196

項目名： ステップクラスⅡ(幼児)の参加組数      単位：組(延) 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

342 276 122

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 内 容 ④１０代の親に対する育児支援に努めます。 

事業の実態

を示す数値 

項目名：10 代での妊娠届出数                単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

22 19 21

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 24 妊産婦健康診査の実施と産婦対策の推進 

事 業 内 容 妊産婦を対象に、健康診査を実施します。 

担 当 健康課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：妊婦健康診査受診延人数             単位：人（延）

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

10,322 10,182 10,331

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 25 妊婦歯科健康診査の実施 

事 業 内 容 妊婦を対象に、歯科健康診査を実施します。 

担 当 健康課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：妊婦歯科健康診査実施人数             単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

57 53 62

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 26 乳幼児健康相談の実施、母と子の保健指導（健康指導）の実施 

事 業 内 容 
乳幼児の発育・離乳食・むし歯予防などについて、保健師、管理栄養士、

歯科衛生士、心理相談員による健康相談を実施します。 

担 当 健康課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：乳幼児健康相談の相談人数             単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

297 271 235

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 27 妊婦食教室・離乳食教室・幼児食教室の実施 

事 業 内 容 
妊婦食・離乳食・幼児食の実習と試食および栄養についての講義を実施し

ます。 

担 当 健康課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：妊婦食教室参加人数                単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

8 10 8

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

※ 離乳食教室および幼児食教室については、「21 子育て教室の開催（母親学級、離乳食・

幼児食教室）」を参照ください。 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 28 乳幼児健康診査の実施 

担 当 健康課 

事 業 内 容 
①３か月児、６か月児、９か月児、１歳６か月児、３歳児を対象に、健康

診査を実施します。 

事業の実態

を示す数値 

項目名：３～４か月児健康診査受診者数          単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

890 813 812

項目名：６～７か月児健康診査受診者数          単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

789 751 763

項目名：９～10 か月児健康診査受診者数          単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

766 794 735

項目名：１歳６か月児健康診査受診者数          単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

879 878 844

項目名：３歳児健康診査受診者数             単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

915 891 878

※ 年度末現在 

評価と理由 

改善点など 

事 業 内 容 ②未受診者に対し、フォローを行います。 

事業の実態

を示す数値 

項目名：乳幼児健康診査未受診者数             単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

138 162 151

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 29 幼児体操教室の開催 

事 業 内 容 
４歳から６歳児を対象に、ボールやフープなどの手具を使った運動やゲー

ムを行います。 

担 当 スポーツ推進課

事業の実態

を示す数値 

項目名： 延べ参加人数       単位：人(H27 まで)、組(H28 から)

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

304 194 31

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 30 幼児歯科相談の実施 

事 業 内 容 
２歳児と２歳６か月児を対象に、歯科健康教育・歯科健康診査・予防処置

を実施します。 

担 当 健康課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：歯科健康教育実施人数               単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

1,122 1,067 1,020

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事業の実態

を示す数値 

項目名：歯科健康診査実施人数               単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

1,180 1,106 1,081

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事業の実態

を示す数値 

項目名：予防処置実施人数                 単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

1,119 1,055 1,009

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 31 幼児歯科健康診査の実施 

事 業 内 容 １歳６か月児、３歳児を対象に、歯科健康診査を実施します。 

担 当 健康課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：１歳６か月児歯科健康診査実施人数         単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

876 879 844

項目名：３歳児歯科健康診査実施人数            単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

913 890 873

※ 年度末現在 

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 32 次代の親の育成 

事 業 内 容 
市内の中学・高校等と連携し乳幼児とのふれあいの機会づくりを充実させ

ます。 

担 当 子ども家庭支援課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：子育て支援センターでの高校生ボランティア受入延人数  単位：人

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

48 44 38

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 33 義務教育就学児医療費助成の実施 

事 業 内 容 義務教育就学児の医療費の自己負担の一部を助成します。 

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：助成金額                    単位：千円 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

207,619 214,222 224,997

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 34 幼稚園等保護者への支援 

事 業 内 容 
幼稚園等に在園する子を持つ保護者の負担軽減のため補助を行い支援しま

す。 

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：交付対象者数                  単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

1,073 1,032 950

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 35 児童手当の支給 

事 業 内 容 児童手当（国制度）の適正・迅速な支給を実施します。 

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：助成金額                    単位：千円 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

2,115,395 2,064,180 2,005,520

※ 数値は年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 36 交通機関利用児童通学費補助 

事 業 内 容 
公共交通機関を利用して市立小学校へ通学する児童の保護者に対して、通

学費を補助します。 

担 当 子ども家庭支援課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：通学定期利用実人数               単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

137 426 414

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 37 ひとり親家庭等への医療費助成の実施 

※ 「５ ひとり親家庭等への医療費助成の実施」と同事業のため、項目５を参照ください。 

事 業 名 38 情報提供の充実 

事 業 内 容 

ライフサイクルに応じた記載など、さらに充実した「子育て支援ガイド」

を作成するとともに、利用者からの情報も取り入れた、子育て支援ホーム

ページである「子育てネット」事業の拡充を行います。 

担 当 子ども家庭支援課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：子育て支援ガイド印刷数            単位：冊 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

1,750 1,270 6,000

項目名：子育てネットアクセス数            単位：件 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

488,744 327,495 404,133

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 39 統合保育の充実 

事 業 内 容 
障害のある乳幼児を一緒に保育する統合保育を市内 29 保育所で実施しま

す。 

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：入所児童数                   単位：人 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

83 85 88

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第２部第２章に掲載した事業

事 業 名 40 第三者評価サービスの実施 

事 業 内 容 
利用者のサービス選択のための情報提供と保育サービスの質を確保するた

め、市内 31 の全保育所で第三者評価サービスを実施します。 

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：実施園数                     単位：園 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

13 4 16

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 

事 業 名 41 研修および人材確保等に対する支援の実施 

事 業 内 容 
教諭・保育士等の質を向上させるための研修や人材確保等に対する支援に

努めます。 

担 当 子育て推進課 

事業の実態

を示す数値 

項目名：情報提供対象施設数                単位：園 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

37 44 45

※ 年度末現在

評価と理由 

改善点など 
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第３部に掲載した事業 

第３部に掲載した事業 

事 業 名 №1福祉のまちづくりの推進 

事業の内容 「青梅市福祉まちづくり整備要綱」および「東京都福祉のまちづくり条例」

にもとづき、施設、歩道、公園などのバリアフリー化を進めます。 

主な担当課 福祉総務課 

実 施 状 況  

事 業 名 №2福祉マップの改定 

事業の内容 ①平成 22 年度に作成した福祉マップを保護者の視点を参考に、必要に応じ

改定します。 

②次期改定時に、福祉マップのホームページ化を検討します。 

主な担当課 福祉総務課 

実 施 状 況  

事 業 名 №3有害環境対策の推進 

事業の内容 事業者や地域住民とも連携し、性や暴力などの子どもに対する有害情報の

自主的規制を推進します。 

主な担当課 子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №4子どもの交通事故や災害被害のないまちづくりの推進 

事業の内容 ①ＰＴＡなどと連携し、交通安全総点検を実施し、通学路の安全確保に努

めます。 

②子どもに対する交通安全教育の充実を図ります。 

③幼児・児童用自転車ヘルメット購入費の助成を実施します。 

主な担当課 市民安全課・建設部管理課・土木課・教育総務課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №5子どもを犯罪等の被害から守るまちづくりの推進 

事業の内容 ①通学路などに街路灯などの整備を図ります。 

②子どもや保護者に対して犯罪等に関する情報提供を速やかに行うととも

に、全校でのセーフティ教室などを行います。 

③防犯パトロールや「子ども 110 番の家」など、防犯ボランティア活動を

促進します。 

主な担当課 市民安全課・子育て推進課・建設部管理課・教育総務課・指導室・市民活

動推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №6子育てにやさしいまちづくりの推進 

事業の内容 子育て世帯の定住や転入を促すため、子育て世帯への入居支援と合わせて、

その受け皿となる良質な住宅の供給に努めます。 

主な担当課 住宅課 

実 施 状 況  

事 業 名 №7公園・緑地、児童遊園の活用 

事業の内容 都市公園、児童遊園の定期的な施設の点検・清掃、遊具の更新などの管理

を行います。 

主な担当課 公園緑地課 

実 施 状 況  

事 業 名 №8公園・緑地内の緑地管理ボランティア育成 

事業の内容 公園・緑地内の緑地を管理するボランティアの育成を図ります。 

主な担当課 公園緑地課 

実 施 状 況  

事 業 名 №9自然環境を生かした子育て環境づくり 

事業の内容 恵まれた自然環境の中で、子どもたちが集い、遊び過ごせる場所づくりを

検討します。 

主な担当課 公園緑地課・子ども家庭支援課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №10 子育て支援事業の拡充 

事業の内容 市民センターなどを会場にした子育て支援事業を拡充するとともに自治会

館などの既存施設の活用の拡大を図ります。また、ボランティアの協力を

受けながら運営の充実を図ります。 

主な担当課 子ども家庭支援課・市民活動推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №11 就学前教育の充実 

事業の内容 市民センターや体育館などにおいて、地域の実情に応じ、幼児のための教

室を設け、学習機会を提供します。 

主な担当課 子ども家庭支援課・スポーツ推進課・社会教育課・市民活動推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №12 学ぶ意欲と基礎学力の向上 

事業の内容 ①教師の研究活動や研修の充実を図り、楽しい授業、分かる授業のできる

教師の育成を図ります。 

②授業日数の弾力化により授業時数の充実を図ります。 

③登録制度などを活用し、市民講師による、実体験にもとづいた興味のも

てる授業の充実を図ります。 

④学校図書館の充実とともに読書活動の充実を図ります。 

⑤小・中学校一貫教育により、９年間を通した指導の充実を図ります。 

⑥青梅サタデースクールの実施により、児童・生徒に基礎・基本の習得を

図ります。 

主な担当課 指導室・市民活動推進課 

実 施 状 況  各市民センターにおいては、サタデースクール実施会場を提供しました。

（青梅Ｃ・大門Ｃ・梅郷Ｃ・沢井Ｃ・小曾木Ｃ・成木Ｃ・新町Ｃ・今井Ｃ）

(市民活動推進課) 

事 業 名 №13 情報化や国際化に対応した学校教育の充実 

事業の内容 ①コンピュータを活用した教育の充実や、ＡＥＴ（教員と協力して英語指

導を行う外国人）の活用を進めます。 

②ＡＥＴを各小・中学校に派遣し、英語指導・国際理解教育の充実を図り

ます。 

主な担当課 指導室 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №14 児童・生徒への健全育成教育の充実 

事業の内容 ①教育相談の充実を図ります。 

②市いじめ防止条例の制定により、いじめの未然防止と対応を図ります。 

③いじめのない学校づくりを進めるとともに、不登校対策の充実を図りま

す。 

④規則正しい生活習慣と食に関する指導の充実を図ります。 

⑤総合的な学習の時間を活用し、乳幼児など異なる世代との交流を進めま

す。 

⑥小・中学校一貫教育を通して、継続した生活指導の充実を図ります。 

主な担当課 指導室 

実 施 状 況  

事 業 名 №15学校の教育施設・設備の充実 

事業の内容 ①校舎の改築や耐震補強により、防災対策の充実に努めます。 

②トイレなど、学校の教育環境の整備に努めます。 

③学校のバリアフリー化に努めます。 

主な担当課 施設課 

実 施 状 況

事 業 名 №16 地域と連携した開かれた学校づくり 

事業の内容 ①開かれた学校づくりを推進し、保護者・市民の教育への関心を高め、学

校ボランティア活動への参加を促進し、地域の教育力を活用した学校教育

の充実を図ります。 

②校庭や空き教室の活用など、開かれた学校づくりを進めます。 

主な担当課 指導室・社会教育課 

実 施 状 況  

事 業 名 №17 地域の教育力の向上 

事業の内容 ①青梅ボランティア・市民活動センターと連携し、学校ボランティア、教

育ボランティア活動の充実を図ります。 

②図書館ボランティアとの協働等によるおはなし会の開催など、読書活動

の充実を図ります。 

③地域の人材を発掘し、身につけた知識・技術などを広げていくため、人

材登録制度を実施します。 

主な担当課 市民活動推進課・社会教育課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №18 体験的な学習の充実 

事業の内容 ①森や河川を利用し、多様な自然体験活動の機会を提供します。 

②野鳥講座を継続して実施します。 

③伝統文化体験、工作・手芸体験、異年齢集団による活動体験等、多様な

体験機会の充実を図ります。 

主な担当課 農林課・社会教育課・市民活動推進課・環境政策課 

実 施 状 況  

事 業 名 №19 交流、文化・芸術、スポーツ・レクリエーションなど多様な活動支援 

事業の内容 ①「青梅市スポーツ振興基金」による援助・表彰、市民体育大会などの実

施、体育施設や運動広場、学校体育施設の開放などを行い、多様な活動を

支援します。 

②すべての年代を対象とした、総合型地域スポーツクラブの育成を目指し

ます。 

主な担当課 文化課・スポーツ推進課・社会教育課 

実 施 状 況  

事 業 名 №20 ジュニアスポーツ教室の開催 

事業の内容 体を動かす楽しさを知り、スポーツへの関心を高めるために、各種スポー

ツの紹介、体験機会の提供を行います。 

主な担当課 スポーツ推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №21 レッツゴー!こども体操教室 

事業の内容 小学１～６年生を対象にゲーム、軽体操を行います。 

主な担当課 スポーツ推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №22 家庭教育講座の充実 

事業の内容 ①その時々の情勢にあった講座を計画し、保護者への学習機会の提供、充

実を図ります。 

②子どもの体験機会の充実に向けて、親の体験講座の充実を図ります。 

主な担当課 社会教育課・市民活動推進課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №23 親と子の交流事業の推進 

事業の内容 ①親と子どものための体験事業の充実を図ります。 

②農業委員の指導のもと、親子農業体験会を実施します 

主な担当課 社会教育課・市民活動推進課・農業委員会 

実 施 状 況  

事 業 名 №24 児童の人権に関する理解の普及・啓発 

事業の内容 ①ポスターチラシの配布等の普及・啓発活動を継続します。 

②教員対象の研修会、情報の提供および広報活動の充実を図ります。 

③広報や「子育てネットホームページ」などを活用し、市民に対する情報

提供および広報の充実を図ります。 

主な担当課 子ども家庭支援課・指導室 

実 施 状 況  

事 業 名 №25 個性を認め合う人権意識の醸成 

事業の内容 ①人権を大切にする心を養う教育の徹底を図ります。 

②児童虐待やいじめ、差別などの問題への取組を通して、人権教育を進め

ます。 

③人権の花運動を通じ、人権尊重思想の普及・啓発を図ります。 

主な担当課 指導室・市民安全課 

実 施 状 況  

事 業 名 №26 子どもの視点に立った取組 

事業の内容 子ども議会やアンケート調査など、様々な事業において子どもの視点・意

見を反映する取組を進めます。 

主な担当課 企画政策課・子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №27 子どもの相談体制の充実 

事業の内容 ①教育相談所の心理相談員による来所相談や電話相談を実施します。 

②子どもの相談窓口を充実し、相談しやすい体制づくりを進めます。 

主な担当課 指導室・子ども家庭支援課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №28 青少年専門相談の充実 

事業の内容 青少年相談員による、青少年の生活指導などに関する相談を充実します。 

主な担当課 指導室 

実 施 状 況  

事 業 名 №29 スクールカウンセラーの配置 

事業の内容 全中学校にスクールカウンセラーを配置し、教育相談の充実を図ります。 

主な担当課 指導室 

実 施 状 況  

事 業 名 №30 スクールソーシャルワーカー活用事業の導入 

事業の内容 市専属のスクールソーシャルワーカーの配置により教育相談体制の充実を

図ります。 

主な担当課 指導室 

実 施 状 況  

事 業 名 №31 いじめ、不登校、児童虐待などへの取組 

事業の内容 ①教員研修や教育相談活動の充実を図るとともに、教育相談所と連携し、

学校への心理相談員の派遣やスクールカウンセラーの配置を充実し、いじ

めや不登校などの問題に取り組みます。 

②「要保護児童対策地域協議会」を中心として、各関係機関が連携した取

組を進めます。 

③小・中学校一貫教育を通して、小学校から中学校へ進学する際の児童の

心理的不安の軽減に努めます。 

主な担当課 指導室・子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №32 適応指導教室の設置（ふれあい学級） 

事業の内容 ①不登校の状態にある児童に対して、学校復帰を目指した指導や、適応指

導教室への入級を推進します。 

②適応指導教室に通学している児童・生徒に対して、在籍校への復帰支援

を行います。 

主な担当課 指導室 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №33 教育相談研修の充実 

事業の内容 教育相談所と連携し、教員研修の充実を図ります。 

主な担当課 指導室 

実 施 状 況  

事 業 名 №34 児童の健全育成 

事業の内容 ①青少年対策各地区委員会の事業を支援していきます。 

②関係各課、機関等との連携を図り、性の逸脱行為や少年非行等の防止の

支援を行います。 

主な担当課 子ども家庭支援課・市民活動推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №35 地域や社会に関する学習機会の充実 

事業の内容 ①学校教育や社会教育を通して、子どもや女性、市民の権利や、市民の義

務などについての学習を充実します。 

②地域での体験学習機会を増やし、学校・家庭・地域が一体となった教育、

地域の将来を担う人材の育成を行います。 

③子ども会活動の支援を行います。 

主な担当課 指導室・社会教育課・市民活動推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №36 地域コミュニティ活動への子どもの参画促進 

事業の内容 ①清掃やリサイクルなどの地域維持活動やイベント、福祉ボランティア活

動などへの子どもの参画機会の充実を図ります。 

②子どもへの広報を拡充し、子どもの自主的な参画を促進します。 

主な担当課 子ども家庭支援課・社会教育課・（市民活動推進課） 

実 施 状 況  

事 業 名 №37 子どもの祭り・イベントづくり 

事業の内容 ①祭りやイベントに、子どもが参加できる機会の充実を図ります。 

②青梅市全体で子どもと大人が仲良くふれあえるような楽しいイベントを

検討します。 

主な担当課 社会教育課・市民活動推進課・子ども家庭支援課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №38 子どもの居場所づくり 

事業の内容 子育て支援事業で、放課後・週末などの児童の居場所づくりを目指し、拡

充を進めます。 

主な担当課 子ども家庭支援課・市民活動推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №39 中高生の居場所づくり 

事業の内容 ①総合体育館の個人開放事業を継続します。 

②中高生の居場所づくりに取り組みます。 

主な担当課 スポーツ推進課・社会教育課・子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №40 職業意識や能力の向上の支援 

事業の内容 ①小中高生の職業体験機会の充実などにより、自分で自分の進路を選択す

る力を身につけるキャリア教育の充実を図ります。 

②関係機関や団体と連携し、高校生や若者の職業能力向上の機会の充実を

図ります。 

主な担当課 商工観光課・指導室 

実 施 状 況  

事 業 名 №41 子育てにやさしい企業・地域の実現 

事業の内容 ①関係機関と連携し、市民、事業主などの意識改革のための広報・啓発、

情報提供を行います。 

②育児・介護休業制度などの普及・啓発、短時間勤務・フレックスタイム

制などの普及を促進します。 

③企業や店舗と協力し子育てにやさしい店や企業づくりへの支援を検討し

ます。 

主な担当課 企画政策課・商工観光課・子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №42 女性の就労の支援 

事業の内容 ①女性の再雇用や就労、起業を支援する講座や講演会の充実を図ります。 

②働く女性の職業能力開発および就業意欲の向上のため、パソコン教室な

ど学習機会の充実を図ります。 

主な担当課 企画政策課・商工観光課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №43 家事・育児・家庭教育・地域教育への男性の参画 

事業の内容 男女共同による家事・育児への参加促進に向けて、講演会・セミナーなど

により、市民・企業への啓発を行います。 

主な担当課 企画政策課 

実 施 状 況  

事 業 名 №44 仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現 

事業の内容 ワーク・ライフ・バランス実現のため、企業・市民との協働により、仕事

と家庭の両立を支援する様々な取組を行うとともに、制度の周知、啓もう

を図ります。 

主な担当課 企画政策課・商工観光課・子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №45 次代の親の育成 

事業の内容 ①男女がともに子育てや教育に参加し、家族のパートナーシップの強化を

促すよう、講座や情報紙などによる啓発を行います。 

②子どもが男女とも家事を手伝うよう、子ども料理教室や家事分担カレン

ダーの作成・配布、通学合宿の実施などを進めます。 

主な担当課 企画政策課・社会教育課 

実 施 状 況 ①

事 業 名 №46 男女平等セミナーの開催 

事業の内容 第五次青梅市男女平等推進計画にもとづき、セミナーを開催します。 

主な担当課 企画政策課 

実 施 状 況  

事 業 名 №47 青梅市男女平等推進計画の推進 

事業の内容 第五次青梅市男女平等推進計画（平成 25年度～29年度）にもとづき、各課

の実施事業の推進を図るとともに、進ちょく状況報告書を作成し、各事業

の内容を確認します。 

主な担当課 企画政策課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

業 名 №48 地域・世代間交流事業の推進 

事業の内容 ①子育て支援施設や学校・保育所など様々な場で、子育て中の父母やＮＰ

Ｏ法人などの協力を得て、小中高生と乳幼児との交流に取り組みます。 

②昔からの遊びや知恵を伝承する取組など高齢者との世代間交流の実施を

進めます。 

③自治会や子ども会など地域との協働事業に取り組みます。 

④運動会、盆踊り、文化祭などの事業をもとに、自治会や子ども会など地

域との交流の推進に努めます。 

⑤ＰＴＡやＮＰＯ法人など地域団体との共催講座の実施を進めます。 

主な担当課 子ども家庭支援課・市民活動推進課・社会教育課 

実 施 状 況  

事 業 名 №49 地域活動の活性化と地域、学校、行政が協働した取組の推進 

事業の内容 ①自治会、子ども会などの地域活動を支援するとともに、地域での活動の

情報収集とその発信に努めます。 

②地域、学校、行政が一体となったイベントなどの取組を進めます。 

③子育てサポーター講習、地域ボランティア講習などを実施し、市民ボラ

ンティアの育成を図るとともに、ボランティア市民活動などと連携した活

用を進めます。 

主な担当課 市民活動推進課・子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №50 地域住民の主体的活動の支援 

事業の内容 ①地域での子育て支援活動の促進に向けて、市民センター、自治会館、商

店街の空き店舗、高齢者福祉施設などを活用し、乳幼児から高齢者まで気

軽に交流できるサロン（広場）の設置など地域支援を進めます。 

②「子育てネット」などを活用し、子育てサークル等のネットワークの育

成を図ります。 

主な担当課 商工観光課・子ども家庭支援課・高齢介護課・市民活動推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №51 青少年リーダーの育成 

事業の内容 小学生から高校生までの異年齢集団による様々な体験活動を通じ子ども

会・地域活動における青少年リーダーの育成を図ります。 

主な担当課 社会教育課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №52 地域のボランティアの育成 

事業の内容 ①各施設を中心に、地域教育を協働できる体制づくりを検討します。 

②社会福祉協議会等と連携し、地域のボランティアの育成に努めます。 

主な担当課 市民活動推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №53 子育てボランティアの育成 

事業の内容 子育て支援センター、永山ふれあいセンターなどの親子ふれあい事業やＮ

ＰＯ法人の活動支援などを通じて、市民相互の子育て支援グループの育成

を図ります。 

主な担当課 子ども家庭支援課・市民活動推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №54 保育所相談体制の充実 

事業の内容 地域ごとの相談体制の確立を目指し、相談体制の周知、職員の適正な配置

と職員研修の充実による認識の向上に努め、内容の充実を図ります。 

主な担当課 子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №55 相談サービスネットワークの整備 

事業の内容 子ども家庭支援センターを拠点とし、子育て支援センター、永山ふれあい

センター、子育てひろばなどのネットワークを通じて子育て相談体制の充

実を図ります。 

主な担当課 子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №56 指導・相談体制の充実 

事業の内容 ①育児不安への対応などを中心に、個別相談の実施を充実します。 

②いじめや不登校の相談など教育相談の充実を図ります。 

主な担当課 子ども家庭支援課・健康課・指導室 

実 施 状 況  

事 業 名 №57 子育て支援講座の充実 

事業の内容 子育てを支援する講座の充実に努めます。 

主な担当課 子ども家庭支援課・社会教育課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №58 親子サロン・赤ちゃんサロンの充実 

事業の内容 子どもを遊ばせながら、親同士の交流や子育て相談の充実を図ります。 

主な担当課 子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №59 子育てひろば事業などの活用 

事業の内容 絵本の読み聞かせなどを通じ、絵本と出会う機会づくりと親子の交流を進

めます。 

主な担当課 子ども家庭支援課・社会教育課・健康課 

実 施 状 況  

事 業 名 №60 こんにちは赤ちゃん事業の充実 

事業の内容 民生・児童委員の協力により、乳児家庭への全戸訪問を行い、子育て支援

情報の提供を行うとともに、子育て家庭の孤立化を防ぎ、地域につなげる

第一歩としていきます。また、訪問時の配布物は青梅市ならではのものを 

活用するなど、事業の充実を図っていきます。 

主な担当課 子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №61 幼稚園、小学校の連携の推進 

事業の内容 幼稚園と小学校との連携に向けて、各幼稚園への情報提供を行います。 

主な担当課 子育て推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №62 子育て世帯への支援 

事業の内容 おむつごみの無料化など子育て世帯を支援します。 

主な担当課 清掃リサイクル課 

実 施 状 況  

事 業 名 №63 保育所の情報提供 

事業の内容 保護者に対し、保育所の情報提供を充実、強化します。 

主な担当課 子育て推進課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №64 夜間保育事業の促進 

事業の内容 関係保育所と実施について検討します。 

主な担当課 子育て推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №65 子育て短期支援事業(トワイライトステイ)の検討 

事業の内容 関係保育所と実施について検討します。 

主な担当課 子育て推進課・子ども家庭支援課 

実 施 状 況  

事 業 名 №66 休日診療の実施 

事業の内容 日曜日、祝日、年末年始に急病患者に対し、健康センター内青梅休日診療

所および東青梅休日歯科診療所において内科・小児科、歯科の診療を実施

します。 

主な担当課 健康課 

実 施 状 況  

事 業 名 №67 平日夜間診療の実施 

事業の内容 平日の夜間に急病患者に対し、健康センター内青梅休日診療所において内

科、小児科の診療を実施します。 

主な担当課 健康課 

実 施 状 況  

事 業 名 №68 市内医療機関の診療の実施 

事業の内容 小児科を標ぼうしている市内の医療機関において診察します。また、青梅

市立総合病院等において、第二次救急医療体制および第三次救急医療体制

をとっています。 

主な担当課 健康課 

実 施 状 況  

事 業 名 №69 むし歯予防教室の開催 

事業の内容 ８～12 か月の子どもと親を対象に、むし歯予防教室を実施します。また、

永久歯のほう出開始時期である 5 歳児に対し、むし歯予防教室（ビーバー

クラス）を実施します。 

主な担当課 健康課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №70「食育」の推進 

事業の内容 望ましい食習慣の定着のための学習機会や情報の提供（乳幼児～思春期、

妊娠期）を充実します。 

主な担当課 健康課 

実 施 状 況   

事 業 名 №71 思春期保健対策の推進 

事業の内容 ①発達段階に応じた適正な性教育を行います。 

②喫煙・薬物乱用防止等の教育を充実します。 

③心の問題について相談体制の整備を図り、教育相談活動の充実に努めま

す。 

④市内の中学生を対象とした、薬物乱用防止のポスター・標語の募集を実

施します。 

⑤市民を対象とした薬物乱用防止の啓発活動を実施します。 

⑥東京都薬物乱用防止推進青梅・奥多摩地区協議会を開催し、薬物乱用防

止に向けた取組の検討を行います。 

主な担当課 健康課・指導室 

実 施 状 況  

事 業 名 №72 被害に遭った子どもの支援 

事業の内容 児童虐待などの被害に遭った子どもに対し、カウンセリングなどの支援を

行います。また保護者に対しては、家庭環境の改善に向けた指導・支援を

行うとともに、学校や児童相談所、医療機関などの関係機関と、再発防止

に向けた連携を充実させます。 

主な担当課 子ども家庭支援課・健康課・指導室・障がい者福祉課 

実 施 状 況  

事 業 名 №73 ひとり親家庭等の自立支援の推進 

事業の内容 ひとり親家庭等の自立のためハローワークと連携した、自立支援プログラ

ム事業を継続実施するとともに、資格の取得や教育訓練実施に対する支援

を行います。 

主な担当課 子ども家庭支援課・子育て推進課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №74 支援を必要とする子どもと家庭の早期発見・早期支援 

事業の内容 各種の健診、新生児訪問事業やこんにちは赤ちゃん事業など様々な機会を

通じて、支援を必要とする子どもと家庭の早期発見、早期支援に努めます。

主な担当課 健康課・子ども家庭支援課・障がい者福祉課 

実 施 状 況  

事 業 名 №75 障害児施策の充実 

事業の内容 保健・医療・福祉・教育等が連携し、障害児の健全発達支援と生活支援を

図るとともに、学習障害等への教育的支援を行います。また、特別支援教

育への就学奨励を図るため、保護者の経済的支援を図ります。 

主な担当課 障がい者福祉課・健康課・教育総務課・教育指導担当 

実 施 状 況 

事 業 名 №76 特別支援教育の推進 

事業の内容 ①障害のある児童・生徒一人一人の能力を最大限に伸長するため、学校・

家庭・地域および関係機関との密接な連携のもとに、乳幼児期から学校卒

業後までのライフステージを見通し、施設の整備を含めた特別支援教育の

展開を目指します。 

②リーフレットによる理解・啓発と保護者、市民向けの研修会の充実を図

ります。 

主な担当課 教育指導担当・施設課・障がい者福祉課 

実 施 状 況  

事 業 名 №77 心身障害者(児)緊急一時保護事業の実施 

事業の内容 障害者（児）を在宅で介護している保護者が、疾病などの理由により介護

することが困難になった場合に、福祉員を派遣し、一時的な保護を行いま

す。 

主な担当課 障がい者福祉課 

実 施 状 況  

事 業 名 №78 心身障害者(児)居宅介護事業の実施 

事業の内容 障害者総合支援法の施行に伴い、障害支援区分にもとづき、法に定める居

宅介護サービスのうち必要な支援を実施します。 

主な担当課 障がい者福祉課 

実 施 状 況  
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第３部に掲載した事業 

事 業 名 №79 私立幼稚園への支援 

事業の内容 心身障害児教育事業費補助を行い支援します。 

主な担当課 子育て推進課 

実 施 状 況  

事 業 名 №80 就学前の心身障害児の通所による訓練の実施(しろまえ児童学園) 

事業の内容 就学前の心身に障害のある児童に対し、通園により日常生活の基本的動作

の指導や集団生活への適応訓練等を実施します。 

主な担当課 障がい者福祉課 

実 施 状 況  

事 業 名 №81 地域活動支援センター事業の充実 

事業の内容 地域で生活している障害者（児）およびその家族や高次脳機能障害等の新

たな障害に対して、相談支援体制を整備し、必要な支援を行います。 

主な担当課 障がい者福祉課 

実 施 状 況 

事 業 名 №82 障害のある児童の居場所づくり 

事業の内容 障害のある児童の放課後の居場所を整備し、安心して活動できる場所を提

供します。 

主な担当課 障がい者福祉課 

実 施 状 況  
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